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研究成果の概要（和文）：この研究は、日本において誰にとってどのような英語力が利益になるのかを、社会学者ピブ
ルデューのいう「資本」の観点から量的質的に探求することを目的でとしておこなわれた。日本版総合的社会調査（JG
SS)の2次分析から導き出された日本人英語使用者「男性４０代半ば・高学歴・都市在住・有職者」、「女性３０代後半
・高学歴・無職者」というプロファイルからあてはまる男女6人を録音インタビューし、日本人英語使用者の現実を本
人の立場から検討した。データから英語は日本人にとって極めて限定的かつ複雑な交換がなければ資本にはならないと
予測され、「国際語としての英語」が事実ではなく言説であるという説を裏付ける結果となった。

研究成果の概要（英文）：This study reports on a mixed-method study which investigates whether English 
proficiency is capital for the Japanese. Bourdieu's concept of capital has highlighted the learners' own 
assessment of the investability to second language learning. In the discourse of globalization, English 
is nominated as the international language of economic opportunities, and education policies particularly 
in Kachru’s expanding-circle nations re-enforce the discourse. However, the statistic and narrative data 
in the present study indicate that in Japan, English proficiency becomes capital only for a small 
minority and in conditions which involve complex accumulation and trades of other forms of capital such 
as educational background. The study empirically demonstrates how the neoliberal discourse of English as 
capital is disconnected from local practices.

研究分野：社会言語学
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１．研究開始当初の背景 
日本人の英語力英語使用の現状とそれに
ともなう英語教育の改革については、産業界
やマスメディアで頻繁に問題視され、そのよ
うな問題意識が平成 15 年に発表された文部
科学省の「英語が使える日本人育成のための
行動計画」（文部科学省 2003）以降種々の施
策にあらわれているように、政策決定にも影
響している。しかしながら政策の妥当性、実
現可能性の基準となるべき「日本人の英語使
用の現状」は、決して十分に研究され把握さ
れてるとはいえない。 
２．研究の目的 
この研究は、日本における英語の現状、具
体的には、「誰にとってどのような英語力が
利益になるのか」を、フランスの社会学者ピ
エール・ブルデュー(Bourdieu 1986)のいう「資
本」の観点から量的質的に探求することを目
的でとしておこなわれた。 
グローバル化を前提とした英語の重要性
が政治経済のレベルで大きく取り上げられ、
文部科学省や経済界主導で小学校への英語
教育の導入、中・高英語の指導言語を英語に
する、大学では英語による講座の増強といっ
た教育改革もすでに始まっている。しかし日
本人の英語使用の実際については客観的統
計データがほとんどなく、実際に日本人は誰
がどこでどのぐらい英語を使っているのか
今日まで把握されていなかった。また実際に
英語を使っている日本人は、どのようにして
英語話者になり、どのように英語を使って、
それについてどのように感じているのかと
いう英語話者自身の生活世界での「主観的現
実」についても研究は不十分であった。 
本研究は量的質的両面から日本人の英語
使用について研究することによって、英語が
日本人にとってどのような価値をどのよう
に生み出しているのか理解することを試み
る。本研究が究極の目的とするのは、結果が
英語政策、英語教育政策、英語教育内容の検
討に生かされることである。 
３．研究の方法 
本研究は量的調査（統計）と質的調査（イ
ンタビュー）を合わせた混合メソッド（Brown 
2014）の研究である。初めに日本人の典型的
英語使用者のプロファイル（年齢層、所得階
層、学歴、居住地域、性別等の特性）を無作
為に集められた大規模統計から割出し、その
プロファイルに合致する人をインタビュー
するという手順で行われた。 
（１）量的研究  
第１段階である量的分析は社会調査統計
の分析が専門の寺沢拓敬氏の協力を得てお
こなわれた。分析に使ったデータベース
JGSS（ Japanese General Social Surveys）
2002-2010 は選挙人名簿を利用して無作為に
選んだ 2000 人規模の社会調査データベース
である（謝辞参照）。この社会調査データベ
ースから英語や英語使用に関する質問に関
する回答を二次分析することで得られた日

本人英語使用者の特徴は要約すると以下の
通りである。 
①自己申告で自分は英語を使っていると
回答した人は全体のほぼ 10％であり、特定の
社会的特性への集中は強いとはいえない。 
②「男性４０代半ば・高学歴・都市在住・
有職者」、「女性３０代後半・高学歴・無職者」
という２つのグループにはわずかであるが
英語使用者の集中がみられる（表１，２参照）。 
③英語使用目的は、男性は仕事、女性は
趣味にはっきり分かれた (Terasawa, 2014)。 

 
表 1：  年齢・性別ごとの英語使用目的 

Male Female M F M F M F M F M F
Business 10.5% 6.1 12.3 6.8 14.5 4.7 11.1 3.9 3.9 2.6 2.2 0.2
Friends & acquintances 4.7 5.4 2.7 4.4 3.2 3.7 3.2 2.8 1.9 0.4 1.4 1.0
Family 0.7 1.1 2.0 2.7 2.1 1.3 0.8 1.7 0.6 2.2 1.4 0.4
Hobby & Trips etc 8.0 16.4 7.3 9.8 8.0 7.5 4.0 6.4 8.6 6.0 3.9 1.2
No chance to use 79.7 79.3 79.7 84.1 77.9 87.7 82.0 89.1 86.2 89.8 92.3 93.8

280 300 410 339 465 494 532 464 501 363 486

70s or older20s 30s 40s 50s 60s

 * Bold: the highest percentage among groups;  ** Underline: the 2nd highest

n =  276

 

表 2： 学歴・性別ごとの英語使用目的 

Male Female M F M F
Business 2.3% 1.2 7.3 2.5 15.2 8.4
Friends & acquintances 0.2 0.3 2.2 1.5 5.3 6.8
Family 0.9 1.2 0.9 1.5 1.8 2.1
Hobby & Trips etc 2.5 0.7 4.6 4.9 11.9 17.0
No chance to use 92.1 94.4 86.1 91.0 73.6 77.0

675 951 1259 742 722
  * Bold: the highest percentage among groups;  ** Underline: the 2nd highest

Compulsory
education

Higher
education

Secondary
education

n = 530

 
 
（２）質的研究 
この研究の第２段階は、実際の英語使用
者がどのように英語を使うようになり、また
どのような現実を生きているのか、それにつ
いてどのように感じているのかインタビュ
ーで探ることにより、英語が使用者にとって
どのような資本性（価値）をもっているのか
を考察した。 
初めに、英語使用者が統計的に集中して
いる「男性４０代半ば・高学歴・都市在住・
有職者」、「女性３０代・後半高学歴・無職者」
の２つのグループの特性にあてはまる男女
３人ずつを、研究者コミュニティーや職業上
の知己のネットワークを利用して選んだ。生
活の中での英語のニーズ、自分にとっての英
語の社会的、経済的、社会的価値などについ
てひとり２回から３回、数か月の間隔をおい
てほぼ１年間にわたり１対１の録音インタ
ビューをおこなった。インタビューは関東地
区関西地区の、参加者居住地ないし勤務地で
行われた。インタビューデータは 1人計約３
時間総計１８時間に及んだ。質問内容は現在
の生活の様子、言語使用、来歴、英語習得も
含む教育歴、英語や英語教育に対する見解、
将来の予定等であった。インタビュー形式は
ナラティブ（語り）を採集するためにオープ
ン・エンドというなるべく自由に語ってもら
うやりかたをとった。 
質的データの分析の方法には、「分析的帰
納」（Analytic Induction、Leki, 1995参照）と
呼ばれる、データと分析を往復しながら浮か
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び上がってくるテーマを絞る方法を用いた。
書きお起こしのテキストは録音を聞きなが
ら抽出したテーマに基づいて作ったエクセ
ル表に張り付け、一覧性のあるこの表からデ
ータをさらに細かく検討した。 
４．研究成果 
（１）量的データの分析結果 
前項で述べた JGSS データの２次分析の結
果は、自己申告ながら日本人の英語使用の様
相を無作為かつ大規模な標本から明らかに
したという点で画期的あるといえる。国の政
策や経済的競争力の視点から強く叫ばれて
いる英語力の重要性は、当事者である個々の
日本人の英語使用の現実と大きくかけはな
れていることが明らかになった。また実際に
英語を使っている人は大卒都市在住の特定
の世代に集中しており、女性の英語使用者は
年齢的に子育て世代にあたり、経済的競争力
に関わる企業活動等に女性の英語力は生か
されていない可能性を数字が示している。 
（２）質的データの分析結果 
量的データが示したプロファイルだけを
条件に選ばれたインタビュー参加者は以下
の通りである。男性１：４５歳・留学コンサ
ルタント業・留学経験あり、男性２：４６歳・
研究者・在外研究経験あり、男性３：製造業
(大企業)勤務・短期留学海外出張経験あり。
女性１：３８歳専業主婦(元商社勤務) 帰国
子女、女性２：４０歳専業主婦（元外資系会
社勤務）帰国子女留学経験あり 女性３：４
２歳、専業主婦(元政府系公共団体勤務)留学
経験あり。インタビューで判明したことは以
下のとおりである。  
①男女差：インタビュー参加者の英語力は
それぞれ異なった道筋で何らかの資本と交
換されている。男性は比較的ストレートに職
業を通して経済資本と交換されているのに
対して、女性は男性のグループより高い英語
力であったにもかかわらず、英語が直接経済
資本に交換されることは短い就労期間をの
ぞいてほとんどない。３人とも英語が非常に
堪能で総合職であったにもかかわらず、職場
で英語で会議をしたり、決定にかかわる交渉
をする地位に上がる前に結婚、出産、夫の転
勤を理由に退職している。 
②資本キット：男女とも英語力と合わせて、
留学や海外生活に象徴される親の社会経済
階層、語学教育で有名な大学を卒業している
等、英語以外の資本がキットのように組み合
わされることによって、英語力が資本として
利くという構図が浮きあがってきた。この傾
向は特に女性のインタビュー参加者に顕著
であった。またこの 3人の女性の場合資本の
「他の価値との交換」のプロセスも複雑であ
った。英語も含めた資本キットは、一流企業
への就職を可能にし、企業での英語使用は限
られていたものの、家庭に入り子育てに専念
することが経済的に可能な結婚と「交換」さ
れたと考えることができる（片岡 2001）。3
人とも復職の希望は多少はあるが、家事との

両立が可能でなおかつ英語が生かせる仕事
をみつけることには悲観的であった。 
③英語が使える事のマイナス：参加者のほ
とんどは英語使用に社会で一般に語られる
ような肯定的イメージはもっておらず、英語
が使えるための損失をそれぞれに感じてい
た。唯一ビジネスで英語を使う男性３のみが
極めて肯定的だった。 
（３）まとめ 
大規模データを鳥瞰的とらえた量的分析
も、当事者の立場から語ってもらった英語使
用の現実の質的分析も、日本人にとって英語
の資本性は限定的で、10％程度しかいない英
語使用者の中でも英語が安定的に経済資本
と交換ができているのは、高学歴・都市在
住・40 代男性の一部に限られていると推測で
きる。英語イコール資本という新自由主義的
言語政策は、言説として世界に流布拡大して
いる。そしてこの言説をささえているのは日
本のみならず世界的にも「高学歴・都市在
住・40 代男性の一部」だと推測できる。しな
がらこの研究が示すように、新自由主義的言
語政策は、英語使用者の生活世界の現実にお
ける「英語の資本性」とは著しくかけはなれ
ていると考えられる。本研究はアリステア・
ペニクックが主張する「英語がグローバル言
語であるというのは事実ではなく言説であ
り神話でしかない」（Pennycook 2007)という
説を裏付けるものとなった。 
このような社会状況をふまえると、悉皆教
育で全国的にすべての教育レベルすべての
社会経済階層で「英語を使える日本人」をゴ
ールとすることの実現可能性は、きわめて低
いと考えられる。また、インタビュー研究が
示唆するように、英語使用が資本となるため
の他の条件についても、さらに綿密な検討が
言語政策、言語教育政策に求められる。 
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